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日本において LCCを最初に紹介したのは石川 (1968)であり LCCが普及する契機となった
のが1973年の第l次から 1980年の第8次にまで及ぶ日本プラントエンジニア協会の“テロテ
クノロジー視察団"である。第4次テロテクノロジー視察団の米国視察団のメンバーとして早













































防総省の調達に用いられるであろうと予言している [BusinessWeek (1967). p.62. 67J。
図表1 ライフサイクル・コスティングを活用した国防システムの関連
X社 Y社 Zt士
入札価格 $42.000 $60.000 $47.000 
5年間のメンテナンス費用 $129.000 $116.000 $84.000 
国防品の管理台帳の作成費用 $10.000 $20.000 $10.000 
5年間の部品在庫管理費用 $45.000 $30.000 $42.000 
文書作成費用 $12.000 $18.000 $12.000 
操作訓練費用 $8.000 $8.000 $8.000 
ム口、 計 $246.000 $252.000 $203.000 


















『装備調達のライフサイクル・コステイングj(Life Cycle Costing in equipment procurement) 
がロジスティクスマネジメント協会から発表されたのが1965年4月1日であるが， "Life 
Cycle Cost"という用語自体は 1965年 l月19日に国防次官室 (Officeof the Assistant 
Secretary of Defense)が作成した“Departmentof Defense incentive contracting guide"の中
で既に使われている。
後者については防衛庁調達実施本部によって和訳が試みられ 『国防省報酬制契約指針』と
































































Industry. Committee for Terotechnology (1975)心 2]。
さらに.1977年4月に問委員会は「有形資産のマネジメントのためのライフサイクル・コ







聞を把握することが可能になる。J[Department of Industry. Committee for Terotechnology 
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大半が設備に関連した業務に従事する技術系の社員である。
図表3 テロテクノロジー調査団の概要(第 1次~第4次)
第l次調査団 第2次調査団 第3次調査団 第4次調査団
(1973年) (1974年) (1975年) (1976年)
訪問期間
5月7日-26日 4月2日-5月1日 5月25日-6月14日 ①5月8日-2日
②5月23日-6月6日
イギリス フランス イギリス スウェーデン
訪問国
スウェー デ、ン 西ドイツ スウェーデン イギリス
(訪問1買に掲il成)
オランダ スイス オランダ 西ドイツ
西ドイツ イタリア アメリカ アメリカ
イギリス カナダ
訪問先件数
13 (うち企業1社) 18 (うち企業13社) 21 (うち企業16社) ①8 (うち企業5杜)
~8(うち食業 5 社)
イギリス産業省 コダ‘ック・ l~セ イギリス産業省 ボJレボ
ロー Jレスロイス クラウスサル工科大学 ブリティッシュスチール アーサーギネス
主な訪問企業等
ボルボ ブラウンホパリ ボルボ アテハ
スウェーデン保全 ビエー ル フイリッフ。ス アメリカ1"¥1防総省
技術者協会 カミンズエンジン IBM クライスラー
ゼネラルモー ター ズ ケベックif'P;ブミ焼却場
玉置明善 薮田東三 玉置明善 ①武阿 1f平
団長
千代田化工建設(株) トヨタ自動車工業(株) 千代田化工建設(株) 新日本製鉄(株)I 
②附谷!成雄 l 
住友科学工業(株)






第5次調査団 第6次調査団 第7次調査団 第8次調査団
(1977年) (1978年) (1979年) (1980年)
訪問期間 5月13日-29日 4月お日-5月13日 4月30日-5月18日 4月30日-5月19日
イギリス フランス イギリス スウェーデン
フランス スウエ}デン 西ドイツ フランス
訪問国 スウヱーデン イギリス フランス イギリス
(訪問順に掲載) 西ドイツ スウェーデン オーストリア
ユーゴスラピア
西ドイツ
訪問先件数 15(うち企業14社) 18(うち企業10社) 15(うち企業14社) 10 (うち企業9杜)
マンチェスター 大学 ルノー ブリテイ、ノシュスチール オパラライナボー ド
インペリアルケミカル アセアアトム マンチェスター 大学 ルノー
主な訪問企業等 ボルボ ボルボ ティッセン ブリティッシュスチール
マンネスマン マンチェスター 大学 ルノー ユニドオ
フリティッシュスチール アセア スリー メイ
①苅込一郎 ①小池正忠 石黒正 遠藤胡」
団長
富士写真フィルム(株) 千代田化工建設(株) 日輝(株) 日産自動車
②島本隆次 ②束松量三
久保田鉄工(株) 日産自動車(株)
派遣人数 ①24名②22名 ①20名②22名 ①17名②20名 ①19名②20名
備考
。設備担当量1~グJレE プ む設信担当重役グループ 3装置・鉄鋼ー化学グループ 号機微・自動車グループ
le実務担当者グ)トプ 13実務担当者グループ 号機械・自動車グループ g装置拡鋼グループ



































































































ル自体が画期的であるというものと，昔から設備投資の場合，使われている ROI(Return on 
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